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序     文 
 

本案件「パレスチナ母子保健リプロダクティブヘルス向上プロジェクトフェーズ 2」は、2005

年から 2008 年にかけて実施された「母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジ

ェクト」で作成されたパレスチナ版母子健康手帳の成果を受け、パレスチナ全域における母子健

康手帳の活用とリプロダクティブヘルスサービスの改善、さらには中長期的戦略及び戦略的保健

計画に基づいた質の高い医療サービスの提供を目的とし、2008 年 11 月から 4 年間の計画で協力

を実施しています。 

今次中間レビュー調査は、本プロジェクトの開始から 2 年を過ぎプロジェクトの中間地点に差

し掛かったことから、これまでの活動の成果や実績について 5 項目評価に従って評価を行い、今

後の方向性、協力方法について協議を行うとともに、中間レビュー結果について相手国関係機関

に報告する目的で実施しました。本報告書は、これらの結果を取りまとめたものです。 

ここに、これまで本プロジェクトの実施にご尽力頂いた関係者の皆様、本調査にご支援頂いた

パレスチナ・日本両国の関係各位に対し、甚大なる謝意を表すとともに、引き続き本プロジェク

トへのご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

 

平成 23 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パレスチナ 案件名：母子保健リプロダクティブヘルス向上プロ

ジェクトフェーズ 2 

 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第一課 協力金額（R/D 締結時）：約 3.7 億円 

協力期間 

（R/D）： 

2008 年 11 月～2012 年 11 月 

先方関係機関：パレスチナ自治政府保健庁 

（延長）： 日本側協力機関： 

（F/U）： 他の関連協力： 無償資金協力「パレスチナ人児童

の感染症対策計画」（UNICEF 連携） 

（E/N）：（無償）   

１－１ 協力の背景と概要 

パレスチナ自治区の人口は約 390 万人であり、そのうち 170 万人が難民として登録されている。

イスラエル政府による長期にわたる分離政策等の政治的及び治安上の問題により、パレスチナ人

は領土内の移動にも制限が課されており、このため医療サービスを受けるにあたっても大きな制

約をもたらしている。パレスチナにおける乳児死亡率は 25.3（対 1,000 出生）であり、5 歳未満

児の約10％が発育不全にある。乳児の死亡原因の16.7％が未熟児や低体重にあり、母子保健及び

リプロダクティブヘルスサービスの充実と適切な医療サービスの利用拡大の必要性が示唆され

る。 

これら課題に対処するため、パレスチナ自治政府は日本政府に対して技術協力の実施を要請

し、JICA は「母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト」を 2005 年 8

月から 2008 年 7 月にかけて実施した。このプロジェクトにおいて、JICA はパレスチナ保健庁

（Ministry of Health：MOH）と共にパレスチナ版母子健康手帳とそのガイドラインを策定するに

至った。ジェリコ県及びラマラ県における検証を受け、保健庁は母子健康手帳の利用を自治区内

全域に拡大することを決定し、西岸地域にある保健庁、国連パレスチナ難民救済事業機関（United 

Nations Relief and Work Agency：UNRWA）、NGO 傘下のクリニックへの配布が 2008 年 4 月に開

始された。しかしながら、母子健康手帳の活用とリプロダクティブヘルスサービスの改善、さら

には中長期的戦略及び戦略的保健計画に基づいた質の高い医療サービスを実施していくにあた

り、引き続き保健庁への技術的支援が必要とされている。 

このような状況を受け、母子保健とリプロダクティブヘルス改善のための要請が日本政府に提

出され、2008 年 11 月より「母子保健リプロダクティブヘルス強化プロジェクト（フェーズ 2）」

が 4 年間の予定で開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

パレスチナ自治区全域における女性と子どもの健康が改善される。 



－v－ 

（2）プロジェクト目標 

パレスチナ自治区全域における母子保健・リプロダクティブヘルス（Reproductive Health：

RH）サービスが改善される。 

 

（3）成 果 

1）母子健康手帳の普及率（カバレージ）及び活用方法が向上する。 

2）保健庁のプライマリーヘルスケア（Primary Health Care：PHC）センタースタッフの周産期

に係る知識及び技術が強化される。 

3）「国家母子健康手帳調整委員会（National Coordination Committee：NCC）」が母子健康手帳

にかかわる政策立案、事業実施及び監督母体として機能する。 

4）地域住民の母子保健・リプロダクティブヘルスに関する知識・意識が向上する。 

5）プロジェクト活動のモニタリング及び評価を通じ、プロジェクトの実施がより一層強化さ

れる。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣     3 名  機材供与          0 円 

短期専門家派遣     4 名  ローカルコスト負担  142 万 3,253 新シェケル（NIS）

研修員受入れ      7 名    

相手国側： 

カウンターパート配置  17 名  機材購入        N/A 

土地・施設提供 プロジェクトオフィス、水道・電気料 

その他 保健庁技術スタッフ給与 

  

２．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名  職位） 

総  括：北林 春美 JICA 客員専門員 

計画管理：武村 勝将 JICA 人間開発部保健第一課 

調査期間  2010 年 11 月 30 日～2010 年 12 月 10 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

アウトプット 1 「母子健康手帳の普及率及び活用方法が向上する」 

国家レベルで統一の母子健康手帳が作成された 2008 年以降、西岸では 2008 年 3 月～4 月

から保健庁、国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）、2 つの NGO が運営するプライ

マリーヘルスケア（PHC）センターで母子健康手帳の使用が開始された。ガザ地区では

UNRWA が 2009 年から保健庁が 2010 年から使用を開始し、2010 年には保健庁と UNRWA の

PHC センターのすべてにおいて手帳が使用されているが、病院への導入は行われていない

（指標 1-3）。手帳配布率（出生数に対する配布数の比）は 2008 年、2009 年とも西岸で 100％

を超えている（指標 1-1）。これは妊婦健診と乳児健診の際に手帳が二重配布されていること
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が原因と考えられ、同一の手帳に継続的に記録を行うように使用方法の改善が必要である。

健診受診の結果が適切に記録されているか、手帳の在庫と配布に関する定期報告が行われて

いるか等については、現段階ではデータが得られていない（指標 1-2）。医学部、看護学部カ

リキュラムへの手帳活用法の導入に関しては、いくつかの学校で授業に導入されている段階

である（指標 1-6）。 

 

アウトプット 2 「保健庁のプライマリーヘルスケア（PHC）センタースタッフの周産期に係

る知識及び技術が強化される」 

保健庁との間で合意された 2 種類の研修のうち、PHC センターの母子保健クリニックに勤

務する看護師、助産師の研修については研修内容が検討・合意され、西岸 12 県の講師候補

者を対象とした指導者研修が 2 回実施された。研修を受けた講師による県レベルの研修が開

始された。研修のプレテスト、ポストテストの結果、一部の参加者を除き知識の向上が確認

された（指標 2-1）。一般医に対する超音波診断研修は、委員会メンバーが指名されたが、具

体的な活動は開始していない。 

 

アウトプット 3 「国家母子健康手帳調整委員会（NCC）が母子健康手帳にかかわる政策立案、

事業実施及び監督母体として機能する」 

2009 年 4 月に国家母子健康手帳調整委員会が設置され、保健庁、国連、NGO 等の関係者

が母子手帳に関する戦略と活動を話し合い、モニタリングを行う場が設けられた。2010 年に

は母子健康手帳の活用方法、在庫管理と報告システムを規定した母子健康手帳マニュアルが

同委員会議長によって承認された。本マニュアルに従って在庫管理・報告が実施され定めら

れた指標による評価が行われる計画である。しかし現段階ではマニュアルに基づく研修を計

画･準備している段階で、評価・モニタリングは今後の課題である（指標 3-1、2、3）。2013

年までに必要な部数の手帳は国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）を経

由した日本政府の無償資金協力資金で印刷されたため、2014 年以降の印刷を保健庁が実施す

ることが期待されている（指標 3-4）。 

 

アウトプット 4 「地域住民の母子保健・リプロダクティブヘルスに関する知識・意識が向上

する」 

2009 年に、コミュニティの意識改善に関する活動は全県に母子健康手帳が配布されたあと

に実施することが合意されたため、保健庁による全国を対象とする独立したヘルスプロモー

ション活動は実施されていない。母子保健に関する統一メッセージを掲載した印刷物が作成

された。 

 

アウトプット 5 「プロジェクト活動のモニタリング及び評価を通じ、プロジェクトの実施

がより一層強化される」 

プロジェクト活動の進捗状況を確認し、必要な計画の修正を行うためのメカニズムとして

合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）が設置され、2009 年に 2 回の会合が開

催された。会議議事録は関係者に配布された（指標 5-1）。 
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プロジェクト目標「パレスチナ自治区全域における母子保健・リプロダクティブヘルスサー

ビスが改善される」 

妊婦に対する母子健康手帳の配布率は西岸で 46.3％（2008 年）から 67.6％（2009 年）1に

増加した。ガザ地区では UNRWA 保健施設のみの数値であるが 2009 年に 71％であった（指

標 2）。妊婦健診受診数、産後健診受診数、子どもの健診総数は西岸では増加している。ガザ

の統計は公表されていない（指標 3）。母子健康手帳を活用した施設間のレファーの改善につ

いては、当該のデータが報告・取りまとめられていない（指標 1）。結論として、全国で導入

された母子健康手帳はパレスチナの保健システムのなかで徐々に普及しつつある。手帳の活

用による保健サービスの質的改善については現段階では確認されていない。サービス利用の

量的拡大については、保健庁施設の利用が増大したことが認められるものの、更なる分析が

必要である。 

 

上位目標「パレスチナ自治区全域における女性と子どもの健康が改善される」 

上位目標測定の指標として、妊婦への母子健康手帳配布率、貧血率、慢性・急性の栄養不

良率、母乳栄養実施率、ビタミン剤投与率、乳児死亡率、妊産婦死亡率が記載されているが、

手帳以外の指標のモニタリング方法が明確になっていない。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

2010 年に策定された「パレスチナ国家保健戦略 2011-2013」の重点項目のうち「質の高いサ

ービスへのアクセス」において、①子どもの死亡の削減、②妊婦の健康の改善、③リプロダク

ティブヘルスへの普遍的なアクセスが目標として掲げられている。本プロジェクトの目標はこ

の国家戦略に貢献するものとして妥当性が高いと判断される。 

 

（2）有効性 

母子健康手帳を国家レベルで拡大・普及するための仕組みづくりという中間的な成果が達成

され、普及率が向上しているという点で効果が現れ始めている。しかし、手帳の有効活用とい

う点での効果測定はまだ実施されておらず、プロジェクトの後半では保健施設や利用者のレベ

ルで手帳がサービスの改善に役立っているかどうかを確認すること、そのために計画された活

動を着実に進めていくことが必要である。 

 

（3）効率性 

日本人専門家とパレスチナ人コンサルタントから成る JICA チームによって活動の効率的進

捗が支援された。しかし、策定された計画に比較して実施が遅れている活動がいくつかあり、

これは活動実施に必要な調整・準備作業と時間を十分に考慮に入れずに野心的な活動計画が策

定されたことに起因すると考えられる。 

 

 

                                                        
1 保健庁地域保健課調べ 
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（4）インパクト 

手帳の全国配布が開始されたのが 2008～2009 年であり、現段階では手帳配布・報告と産前

健診に関する指導者研修が終了した段階であるため、効果の発生には時期尚早と考えられる。

 

（5）自立発展性 

プロジェクトを通じて作成された母子健康手帳マニュアルが同委員会議長によって承認さ

れたこと、UNRWA が手帳導入によって既存の記録様式を母子健康手帳に一本化したことは、

母子健康手帳の保健システムのなかでの維持･発展にとってポジティブな成果である。手帳印

刷のための資金確保という観点では、2014 年以降の手帳印刷について、保健庁が自己資金での

調達に同意しているものの具体的な予算計画策定を見守る必要がある。研修実施に関して保健

庁による経費負担と調整・運営面での関与の拡大が望まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

パレスチナにおける母子保健サービスの主要な提供者として、保健庁以外の UNRWA、NGO

を含めた計画策定がなされたことは、母子健康手帳の全国的普及を促進した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトに関連し、日本政府が UNICEF を介した無償資金協力を実施した。この支援

の下、2013 年までのパレスチナ全域で必要とされる母子健康手帳が印刷、配布され、本プロジ

ェクトによる技術支援と相まって全国的普及を可能にした。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

フェーズ1 では西岸の2 県を対象に実施されたパイロット活動をフェーズ2 で全国（西岸 12

県とガザ 4 県）を対象に、活動内容も拡大して計画が策定されたが、多数のステークホルダー

との調整や意思決定に必要な時間、コストが計画策定時に十分に認識されていなかったことが

実績の遅れにつながった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

パレスチナ国内では 2006 年に自治評議会で多数を獲得したハマスとアッバス議長が率いる

ファタハとの対立によって、保健庁の西岸地区とガザ地区の間の公式なコミュニケーションが

途絶している。また、日本人専門家のガザ地区立ち入りもできないため、ガザ地区でのプロジ

ェクトの活動は実施不可能となっている（2009 年 11 月、プロジェクトによるガザ地区への直

接支援・調整の見合わせがパレスチナ側と合意された）。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは母子健康手帳の全国展開枠組みを確立したという点で大きな進歩をもたらし

た。プロジェクト後半においては継続ケアのツールとして手帳を有効に活用することに、より焦

点を当てることが期待される。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

・母子健康手帳配布・活用研修の実施に際しては、対象となる組織（保健庁、UNRWA、NGO）

ごとのニーズに応じた内容で実施することが望ましい。 

・助産師･看護師対象の研修においては指導者研修で指摘された一部の県の講師の能力不足を補

うために、地域内の優秀講師を活用した効果的研修を実施すべきである。 

・医師の研修については同種の研修を計画している米国国際開発庁（United States Agency for 

International Development：USAID）のプロジェクトと連携・調整が必須である。 

・コミュニティの意識向上活動は、目的を一般的・広汎な知識獲得とするよりも母子健康手帳と

連携した具体的な課題に絞り込んだ計画とすべきである。 

・保健庁担当者と JICA チームのコミュニケーションの改善と活動の効率化のためには、プロジ

ェクト専門家事務所が担当部局であるプライマリーヘルスケア・公衆衛生局と同じ場所に提供

されることが望ましい。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

パレスチナ母子保健リプロダクティブヘルス向上プロジェクト（フェーズ 2）は 2008 年 11 月

より 4 年間の予定で開始されている。本中間レビュー調査は、プロジェクトの中間地点となる 2010

年 11 月に、主に以下の目的により実施された。 

なお、中間レビュー実施直前にパレスチナ側プロジェクトダイレクターが用務のため本調査に

参加できないことが判明したため、本中間レビューは日本側により実施し、結果をパレスチナ側

関係者に報告、共有する形で行われた。 

（1）当初計画に対する投入、活動及びこれまでの達成度を確認し、プロジェクト実施過程に

おける課題や問題を確認する。 

（2）5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づきプロジェクトをレ

ビューする。 

（3）調査結果に基づき、プロジェクト関係者に対する提言を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総  括 北林 春美 JICA 客員専門員 

計画管理 武村 勝将 JICA 人間開発部保健第一課 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2010 年 11 月 30 日～12 月 10 日 

日順 日 付 活    動 

1 11/29 月 成田－（ウィーン経由） 

 

2 11/30 火 テルアビブ着 

13:30 JICA パレスチナ事務所協議、ラマラ移動 

 

3 12/1 水 ナブルス移動 

08:30 パレスチナカウンターパート（CP）との合同会議（保健庁ナブルス）

11:00 プロジェクトダイレクター表敬訪問（Dr. Souzan Abdo, Director General, 

Directorate of Women’s Health and Development, Ministry of Health） 

ラマラ移動 

 

4 12/2 木 08:30 パレスチナ保健庁関係者との協議（保健庁ラマラ） 

11:00 計画庁表敬、協議 

16:00 保健庁プライマリーヘルスケア・公衆衛生局長（Dr. Assad Ramlawi）表

敬、協議 
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5 12/3 金 テルアビブ移動 

10:00 JICA パレスチナ事務所長協議、エルサレム移動 

13:00 国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）表敬訪問・協議、 ラマ

ラ移動 

団内協議、資料整理 

 

6 12/4 土 報告書作成、ワークショップ準備、資料整理 

 

7 12/5 日 08:30 合同調整委員会（JCC）に関する保健庁との協議（保健庁ラマラ） 

ナブルス移動 

10:00 JCC に関する保健庁との協議（保健庁ナブルス） 

ラマラ移動 

 

8 12/6 月 11:00 JCC（中間レビュー結果報告・協議） 

テルアビブ移動 

 

9 12/7 火 エルサレム移動 

13:00 国連児童基金（UNICEF）協議 

テルアビブ移動 

報告書作成 

 

10 12/8 水 資料整理、報告書作成 

 

11 12/9 木 ラマラ移動 

プライマリーヘルスケア（PHC）クリニック訪問（ラマラ） 

テルアビブ移動 

17:00 JICA パレスチナ事務所報告 

 

12 12/10 金 10:00 在イスラエル日本大使館報告 

テルアビブ－ウィーン（北林団長） 

テルアビブ－アンマン－ダマスカス（武村団員） 

 

 

１－４ 主要面談者 

（1）パレスチナ自治政府保健庁  

Dr. Assad Ramlawi Director General, PHC and Public Health, Ministry of Health 

(MOH) 

Dr. Ghadian Kamal 

(Project Manager) 

Director, Community Health Department (CHD), MOH 
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Dr. Souzan Abdo 

(Project Director) 

Director General, Women’s Health and Development 

Directorate, MOH 

Dr. Naim Sabra Director General, Hospitals General Directorate (HGD) , MOH 

Dr. Khuloud Sayyed Deputy Director, CHD, MOH 

Ms. Taghreed Hijazi MCH Supervisor, CHD, MOH 

Ms. Amal Haj Family Health, CHD, MOH 

Mr. Ammar Sbouh Director, Quality Improvement Unit, Emergency Department, 

HGD, MOH 

Mr. Imad Zaki Director, Nursing Department, HGD, MOH  

Ms. Lubna Elsader Director, Health Education & Promotion Department, PHC, 

MOH 

Dr. Jawad Albeetar Director, Palestine Health Information Center, MOH 

Ms. Ilham Shamasna Nursing Department, Primary Health Care (PHC), MOH 

Mr. Ala’ Abu Rub Nutrition Department, PHC, MOH 

  

（2）パレスチナ自治政府計画庁 

Dr. Estephan Salameh Special Advisor to the Minister, Ministry of Planning and 

Administrative Development 

  

（3）国際機関 

Dr. Umaiyeh Khammash Chief, Field Health Programme, UNRWA West Bank 

Dr. Elias Habash Field Family Health Officer, UNRWA West Bank 

Ms. Najwa Rizkallah Nutrition Specialist, UNICEF 

  

（4）非政府組織（NGO） 

Ms. Amineh Stavridis Executive Director, Palestinian Family Planning and 

Protection Associations (PFPPA) 

Ms. Maha El Aqtash Project Coordinator, Public Health Care, Palestine Red 

Crescent Society (PRCS) 

Dr. Mohammad Jaber Obstetric and Gynecological Doctor, Health Work 

Committees (HWC) 

  

（5）プロジェクト専門家 

高岡 宣子 チーフアドバイザー/看護師・助産師現職研修 

幸喜 仁 プロジェクト調整員 

佐藤 真理 母子保健サービスマネジメント（短期） 

Ms. Fadia Alkhatib Deputy Technical Advisor, JICA Project Team 

Mr. Mohammad Abu Znaid Project Activities Coordinator, JICA Project Team 

Ms. Muna Assaf Health Promotion Officer, JICA Project Team 

Ms. May Elkhatib Project Assistant, JICA Project Team 
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（6）JICA パレスチナ事務所 

向井 直人 次 長 

岩瀬 英明 企画調査員 

 

１－５ 評価手法 

１－５－１ 評価のプロセス及びデータ収集手法 

中間レビュー調査は、現行のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）第 2 版（PDM Ver.2）に基づき実施された。評価に関するデータ収集は、主に以下の手

段により行われた。 

① 討議議事録（Record of Discussions：R/D）、PDM、進捗報告書、調査報告書、会議議事録

等のプロジェクト作成資料のレビュー 

② 主要関係者へのインタビュー 

③ 保健庁ヘルスクリニック訪問 

 

１－５－２ 評価 5 項目 

本評価調査で適用した評価5項目の定義を表－１に示した。中間レビューにおいては、妥当

性と効率性の視点に重点を置き、有効性、インパクトは予測、自立発展性は現時点での見込み

で判断することとする。 

 

表－１ 評価 5 項目の定義 

評価項目 定 義 

妥当性 プロジェクト目標と上位目標が援助受入国の政府政策や日本の ODA 政策・

戦略に沿っているかどうか、ターゲット・グループや最終受益者のニーズに

合致しているかどうかを確認する。 

有効性 プロジェクト目標の達成状況やプロジェクト戦略の妥当性、特にプロジェク

ト目標とアウトプットの相関関係を確認する。 

効率性 プロジェクトの投入の種類・時期・質の適切性や、投入がどの程度アウトプ

ットに転換されたかをみることで、プロジェクト実施の効率性を分析する。

インパクト プロジェクトの介入によって、プロジェクト対象地域に正・負の影響が出て

いないかどうかを確認する。 

自立発展性 それぞれ組織・制度、財政、技術的な側面から、プロジェクトで得られた実

績がプロジェクト完了後も継続していくかどうかを確認する。 

出所：JICA 事業評価ガイドライン（2004年） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの背景 

パレスチナ自治区の人口は約 390 万人であり、そのうち 170 万人が難民として登録されている。

イスラエル政府による長期にわたる分離政策等の政治的及び治安上の問題により、パレスチナ人

は領土内の移動にも制限が課されており、このため医療サービスを受けるにあたっても大きな制

約を受けている。パレスチナにおける乳児死亡率は 25.3（対 1,000 出生）であり、5 歳未満児の

約 10％が発育不全にある。乳児の死亡原因の 16.7％が未熟児や低体重にあり、母子保健及びリプ

ロダクティブヘルスサービスの充実と適切な医療サービスの利用拡大の必要性が示唆される。 

これら課題に対処するため、パレスチナ自治政府は日本政府に対して技術協力の実施を要請し、

JICA は「母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト」を 2005 年 8 月か

ら 2008 年 7 月にかけて実施した。このプロジェクトにおいて、JICA はパレスチナ保健庁（MOH）

と共にパレスチナ版母子健康手帳とそのガイドラインを策定するに至った。ジェリコ県及びラマ

ラ県における試行、検証を受け、保健庁は母子健康手帳の利用を自治区内全域に拡大することを

決定し、西岸地域にある保健庁、国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA）、NGO 傘下のクリ

ニックへの配布が 2008 年 4 月に開始された。しかしながら、母子健康手帳の活用とリプロダクテ

ィブヘルスサービスの改善、さらには中長期的戦略及び戦略的保健計画に基づいた質の高い医療

サービスを実施していくにあたり、引き続き保健庁への技術的支援が必要とされている。 

このような状況を受け、母子保健とリプロダクティブヘルス改善のための要請が日本政府に提

出され、2008 年 11 月より「母子保健リプロダクティブヘルス強化プロジェクト（フェーズ 2）」

が 4 年間の予定で開始された。 

 

２－２ プロジェクト概要 

２－２－１ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）改訂の変遷 

当初の PDM（PDM0）は 2008 年 11 月に作成され、同 PDM の内容は、フェーズ 1 とされる

「母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト」にて実施された、日本

での母子健康手帳マネジメント研修に参加したパレスチナ研修員作成のアクションプランに

基づき作成された。 

2009 年 4 月に第 1 回目の改訂が行われ、プロジェクトのモニタリングと評価が成果 5 として

追加された。期待されるアウトプットとの整合性をかんがみ、成果の表現及び指標についても

修正が行われた。同時に、コミュニティ啓発活動については、母子健康手帳が活用されるタイ

ミングに合わせて実施することが効果的であるため、プロジェクトの後半に取り組むことが関

係者間で合意された。 

第 2 回目の改訂は 2009 年 11 月に実施され、成果 1 の焦点を「母子健康手帳のロジスティッ

クマネジメント/モニタリング」に置くことが明確化され、政策レベルでの母子健康手帳の調整

機能として、成果 3（国家母子健康手帳調整委員会）が追加された。母子保健サービスの改善

については、医療従事者の技術研修がプロジェクトで期待される成果を達成する手段であるこ

とが明らかにされた。 

これら PDM 改訂の経緯は、表－２の示すとおりである。また、PDM0、PDM1、PDM2 は付

属資料「Mid-Term Review Report」Annex 1-3 のとおりである。 
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表－２ PDM の改訂経緯 

 

 

 

 

 

 
PDM 0 

2008 年 11 月 

PDM 1 

2009 年 4 月 

 PDM 2 

2009 年 11 月 

上位目標 

パレスチナ自治区全域

における女性と子ども

の健康が改善される。

変更なし  変更なし 

プロジェ

クト目標 

パレスチナ自治区全域

における母子保健リプ

ロダクティブヘルス

（RH）サービスが持続

的に改善される。 

パレスチナ自治区全域

における母子保健 RH

サービスが改善され

る。 

 変更なし 

成果 1 

母子保健センターにお

ける母子保健 RH サー

ビスが向上する。 

対象の母子保健 PHC

センターにおいて、リ

プロダクティブヘルス

サービスが改善する。 

 

 

母子健康手帳の普及率（カ

バレージ）及び活用方法が

向上する。 

成果 2 

パレスチナ自治区全域

の医療機関で母子健康

手帳が持続的に活用さ

れる。 

パレスチナ自治区全域

で、母子健康手帳が国

家統一規格として利用

される。 

 保健庁の PHC センタース

タッフの周産期に係る知識

及び技術が強化される。 

成果 3 

地域住民の母子保健

RH に関する意識が向

上し、より多くの住民

が母子保健サービスを

利用する。 

地域住民の母子保健・

リプロダクティブヘル

スに関する知識・意識

が向上する。 

 

 

［新規］  

「国家母子健康手帳調整委

員会（NCC）」が母子健康手

帳にかかわる政策立案、事

業実施及び監督母体として

機能する。 

成果 4 

保健庁本庁と県公衆衛

生局における調整、監

督、評価機能の組織的

能力が向上する。 

保健庁によるモニタリ

ング・評価が強化され

る。 

 

 地域住民の母子保健・リプ

ロダクティブヘルスに関す

る知識・意識が向上する。

成果 5 

 プロジェクト活動のモ

ニタリング及び評価を

通じ、プロジェクトの

実施がより一層強化さ

れる。 

 変更なし 
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２－２－２ 現在の PDM の概要 

現行 PDM（PDM2）の活動概念を表したものが図－１になる。成果 1 は、サービス受益者で

ある女性/母親が自身と子どもが受けた母子保健サービスの記録を携行・確認できること、さら

には健康教育やこれに関するコミュニケーション、標準化された母子保健サービスを受けるた

めの共通のハンドブックとして、パレスチナ全域での母子健康手帳の普及と活用をめざすもの

である。成果 2 では、医療従事者への技術研修を通して、保健庁傘下のプライマリーヘルスケ

ア提供施設での母子保健サービスの改善に取り組んでいる。 

母子保健サービスと母子健康手帳について、女性と母親の知識、態度、行動変容がもたらさ

れることが成果 4 では期待されており、以上 3 つのアウトプット（成果 1、2、4）が中間目標

と位置づけられる。これら成果の相乗効果により、プロジェクト目標として継続的母子保健ケ

アの効果的利用とサービス利用者の増加につながることが期待されている。国家母子健康手帳

調整委員会（成果 3）は、成果 1 の母子健康手帳の普及と活用を実現するための国家レベルで

の調整機能を果たす場である。成果 5 では、国家合同調整委員会を通した調整、マネジメント

力の強化がアウトプットとして掲げられている。これは、母子健康手帳の普及拡大、利用を通

した母子保健サービスの強化をめざすにあたり、保健庁に加え、国際機関や NGO といったさ

まざまな関係機関との意見調整、取り組み確認が必要不可欠であるためであり、効果的かつ滞

りなく立場の異なる関係機関との総合的な合意形成を実現するために、多大な時間と労力を要

することによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ PDM の活動概念 

 

「国家母子健康手帳調

整委員会（NCC）」が母

子健康手帳にかかわる

政策立案、事業実施及び

監督母体として機能す

る。（成果 3） 

母子健康手帳の普及率

（カバレージ）及び活用

方法が向上する。（成果 1） 

MOHのPHCセンタースタッ

フの周産期に係る知識及び

技術が強化される。（成果 2）

地域住民の母子保健・リプロダ

クティブヘルスに関する知識・

意識が向上する。（成果 4） 

プロジェクト活動のモニ

タリング及び評価を通

じ、プロジェクトの実施

がより一層強化される。

（成果 5） 

パレスチナ自治区全域における母子保

健リプロダクティブヘルス（RH）サー

ビスが改善される。（プロジェクト目標）

母子保健継続ケア 
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第３章 プロジェクトの達成状況と実施過程 
 

３－１ プロジェクトの達成状況 

３－１－１ 投 入 

表－３は、プロジェクト開始から 2010 年 8 月までの日本側投入計画と実績の対比表である。

詳細は、付属資料「Mid-Term Review Report」の Annex 7, 8 を参照。 

  

表－３ 日本側投入計画と実績 

計画（2008 年 11 月時点の R/D） 実績（2010 年 10 月時点） 

【日本人専門家】 

・ チーフアドバイザー（1 名）  

・ 業務調整員（1 名） 

・ 母子保健サービスマネジメント（1

名） 

・ 母子保健/パートナーシップ調整

（1 名）、他 

【日本人専門家】 

・ チーフアドバイザー 

・ 業務調整員 

・ 母子保健/パートナーシップ調整 

・ 看護師/助産師現任研修 

・ 母子保健サービスマネジメント 

【パレスチナ人スタッフ】 

・ 副技術アドバイザー 

・ 技術/技能研修 

・ 現地活動調整 Project Activities Coordinator  

・ 健康啓発 Health Promotion Officer 

・ アシスタント Project Assistant 

注：日本人専門家及びパレスチナ人スタッフの配 

置状況については、付属資料「Mid-Term Review 

Report」の Annex 7 のとおり。 

【本邦研修】 

記載なし 

 

・ 7 名が日本での母子健康手帳マネジメント研修に

参加（2009 年） 

注：参加者リストは付属資料「Mid-Term Review 

Report」の Annex 8 のとおり。 

【機材】 

母子保健、プライマリーヘルスケア

センターにおける基本的機材、及び、

必要性が合意された機材 

 

2008 年度 なし 

2009 年度 なし 

2010 年度 なし 

【運営経費1】 

記載なし 

 

運営経費は、主に現地での研修活動に使用された。 

2008 年度 NIS    202,662 

2009 年度 NIS    789,827 

2010 年度 NIS    430,764（2010 年 9 月時点） 

合計 NIS 1,423,253（2010 年 9 月時点） 

 

 

                                                        
1 運営経費には、日本での研修経費は含まれていない。 
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表－４は、パレスチナ側投入計画と実績の比較である。詳細は付属資料「Mid-Term Review 

Report」の Annex 9 参照。 

 

表－４ パレスチナ側投入計画と実績 

計画（R/D 署名 2008 年 11 月時点） 実績（2010 年 10 月時点） 

【パレスチナ人カウンターパート】 

・ プロジェクトダイレクター  

・ プロジェクトマネジャー 

・ 実施機関：プライマリーヘルスケア・公

衆衛生局（Primary Health Care and Public 

Health Directorate：PHCPHD） 

・ 関連機関：女性の健康・開発局（Women 

Health and Development Directorate ：

WHDD） 

・ 事務、管理スタッフ 

・ 双方で合意されたその他のスタッフ 

 

・ プロジェクトダイレクター  

・ プロジェクトマネジャー 

・ プロジェクトスタッフ 

・ 事務スタッフ 

 

注：詳細な配置計画は付属資料「Mid-Term 

Review Report」の Annex 9 のとおり。 

【土地、建物及び設備】 

・ プロジェクト実施に必要な執務スペー

ス、設備 

・ 機材設置及び保管に必要となる部屋及

びスペース 

・ 日本人専門家への執務スペース及び設

備 

・ その他、双方が合意した設備 

 

・ 保健庁における執務スペース、設備 

・ プロジェクトオフィスにおける水道及び電気

使用料金 

【経費負担】 

・ 運営経費（R/D にて記されているが、詳

細については未記載） 

 

・ 管理費：保健庁の技術スタッフに対する給与

 

 

３－１－２ 活動の達成状況 

プロジェクトの各活動は、現行 PDM2 及び活動計画（Plan of Operation：PO）に基づき実施

されている。各活動の進捗状況は表－５に取りまとめたとおりである。 

 

表－５ 活動の進捗状況 

成果 1 

1-1 母子健康手帳の

普及/カバレージ及び

活用に係るオリエン

テーションを実施す

る。 

・ 保健庁傘下の病院スタッフ向けの、母子健康手帳に関するオリエ

ンテーションワークショップが 2010 年 1 月に実施され、産科、

新生児/小児科、外来等の母子保健サービスを提供する部門から

87 名が参加した。 
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・ 第 7 回目の国家母子健康手帳調整委員のタスクフォース会議と

して、保健庁本庁スタッフ向けの母子健康手帳に係るオリエンテ

ーションが、2010 年 9 月に開催された。 

・ 第 1 回目となる PHC センター向けのトレーナー研修が、保健庁地

域保健課（Community Health Department：CHD）、健康教育・促進

課（Health Education and Promotion Department：HEPD）により 2010

年 9 月 21 日、22 日に開催された。この研修には、西岸 12 県から

35 名の母子保健担当医師、母子保健スーパーバイザー、ヘルスエ

デュケーターが参加した。各研修の内容は以下のとおり。 

Lesson 1: Training Cycle Management   

Lesson 2: Overview of Orientation Training Program for the 

MCHHB2 

Lesson 3: Module 1: Introduction of the MCHHB in Palestine 

Lesson 4: Module 2: Facility level management of the MCHHB 

Lesson 5: Module 3: Utilization of the MCHHB as a portable 

medical record 

Lesson 6: Module 4: Utilization of the MCHHB as a health 

education tool 

Lesson 7: Teaching methods and environment 

Lesson 8: Demonstrate our lesson 

Lesson 9: Making Orientation Training (Lateral training) Plan 

・ トレーナー研修用の講師ガイドが英文で作成された。 

・ 母子健康手帳マネジメント及び活用に関するオリエンテーショ

ン研修のトレーナーガイド No1 のドラフト版が 2010 年 11 月に

作成された。 

・ 母子健康手帳マネジメント及び活用に関するオリエンテーショ

ン研修のトレーナーガイド No2（UNRWA 母子保健 PHC センタ

ー、PMRS3、PFPPA4向け）ドラフト版が 2010 年 11 月に作成さ

れた。 

注：研修概要については付属資料「Mid-Term Review Report」の

Annex11 を参照。 

1-2 母子健康手帳の

普及/カバレージをモ

ニターする。 

・ カバレージのベースラインが測定された。 

・ 2008/2009 年における母子健康手帳の配布数が確認された。 

1-3 母子健康手帳の

供給と在庫を管理す

る。 

・ 母子健康手帳マニュアルにて、手帳の供給・保管管理手続きが新

たに定められた。 

・ 保健庁により、マンスリーレポート様式が作成され、同様式に基

                                                        
2 MCHHB：Mother and Child Health Handbook（母子健康手帳） 
3 PMRS：Palestinian Medical Relief Society（パレスチナ医療救援協会） 
4 PFPPA：Palestinian Family Planning and Protection Association（パレスチナ家族計画協会） 
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づく新たなデータベースに係るオリエンテーションが実施され

た。 

・ 保健庁中央部局及び県保健局、UNRWA、PMRS、HWC5、PRCS6、

PFPPA からの在庫と月間配布数量に関する報告を受け、国家母子

健康手帳の棚卸し調査が実施された（2010 年 7～8 月）。 

・ 母子健康手帳の国家・中央レベルでのマネジメントに関するオリ

エンテーション研修が実施された（2010 年 9 月 1 日）。 

1-4 母子健康手帳の

利点及び活用方法を、

医学部、看護学部・学

科のカリキュラムに

導入する。 

・ 高等教育省関係者との協議が複数回行われた。 

成果 2 

2-1 MOH の PHC セン

ターのすべての看護

師・助産師に対し、産

前・産褥（産後）ケア

及び乳幼児ケアに係

る技術研修を実施す

る。 

・ ジェリコ県、ラマラ県の母子保健（Maternal and Child Health：

MCH）センターを訪問し、ニーズアセスメントが行われた（2010

年 5 月）。 

・ 産前健診（Antenatal Care：ANC）に関するトレーナー研修講師

用ガイドのドラフト版が作成された（2010 年 6 月）。 

・ 第 1 回目の産前健診技術のトレーナー研修が実施され、西岸 6

県の家族計画スーパーバイザー、MCH スーパーバイザー、助産

師 17 名が参加した（2010 年 7 月 12～14 日）。研修内容は以下の

とおり。 

   Lesson 1: Training Cycle Management 

   Lesson 2: Overall of Antenatal Care Technical Training Program 

   Lesson 3: Module 1: Continuum of Care and Role of the staff in 

ANC 

   Lesson 4: Module 2: ANC Theory and Practice: ANC theory 

   Lesson 5: Module 2: ANC Theory and Practice: ANC practice 

  Lesson 6: Module 3: High Risk Pregnancy 

   Lesson 7: Module 4: Counseling and Health Education related with 

ANC 

   Lesson 8: Module 5: Planning Antenatal Care Technical Training at 

each District 

・ 第 2 回目となる産前健診技術のトレーナー研修が実施され、西岸

8 県から 20 名が参加した（2010 年 10 月 12 日～13 日）。 

・ 第 1 回目となる産前健診技術に係る普及研修がラマラ県で実施

され、18 名の MCH/PHC スタッフが参加した（2010 年 11 月 29

～30 日）。 

                                                        
5 HWC：Health Work Committees（医療従事者協会） 
6 PRCS：Palestine Red Crescent Society（パレスチナ赤新月社） 
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2-2 一般医に対し、

産前・産褥（産後）

ケア及び乳幼児ケア

に係る技術研修を実

施する。 

産前健診における胎児超音波診断研修委員として、保健庁地域保健課

から 2 名、医師会から 1 名、2 名の婦人科医、プロジェクトのチーフ

アドバイザーが指名された（2010 年 8 月 30 日）。 

 

2-3 MOH の PHC セ

ンターに供与した、

技術研修内容と関連

した機材を利用する

ことにより、母子保

健・リプロダクティ

ブヘルスサービスが

向上する。 

機材の供与はなされていない。 

成果 3 

3-1 母子健康手帳に

係る戦略及び活動計

画を立案する。 

第 2 回 JCC 会議にて、母子健康手帳の定義を以下 3 つの内容とするこ

とが合意、確認された。 

① 母親が持参する健康記録 

② 健康教育ツール 

③ 母子保健サービス改善・標準化のための共通ツール 

3-2 母子健康手帳の

運 営 管 理 に 係 る

「 NCC （ National 

Coordination 

Committee）」及び「タ

スクフォース（TF）」

を設立する。 

国家母子健康手帳調整委員会が設立され、第 1 回目の会議に 30 名が

参加した（2009 年 4 月 20 日）。ガザ地区からは、テレビ会議にて参加。

第 2 回目の国家母子健康手帳調整委員会は 30 名の参加者を得て 2010

年 4 月 15 日に実施された。委員会のタスクフォースによりドラフト

された、母子健康手帳マニュアルが承認された。 

タスクフォースが設立され、2009 年 5 月～2010 年 9 月までの間に 7

回の会議が行われた。 

3-3 「NCC」によっ

て普及 /カバレージ

及び活用に係る、計

画、実施、監督、必

要な政策の立案を行

う。 

国家レベルの母子健康手帳評価ワークショップが開催され、西岸地域

12 県から 67 名が参加した（2009 年 5 月 25 日）。 

国家レベルの母子健康手帳評価ワークショップが開催され、西岸地域

の保健庁本庁スタッフ 60 名が参加した（2009 年 6 月 1 日）。 

 

その他 

 

パレスチナ母子健康手帳マニュアル（第 1 版）が英語及びアラビア語

にて作成され（2010 年 4 月）、印刷が開始された（2010 年 12 月）。 

成果 4  

4-1 地域啓発活動のニーズ分析を行う。 コミュニティ向け健康教育活動計画のための

SWOT 7分析ワークショップが開催された

（2009 年 2 月 24～25 日）。 

                                                        
7 SWOT：Strengths Weakness Opportunities and Threats（強み、弱み、機会、脅威による分析） 
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4-2 全国規模のヘルスプロモーションを実

施する。 

活動は実施されていない。 

4-3 集約的な地域啓発活動を実施する。 活動は実施されていない。 

成果物 ・ 啓発メッセージ（案）が作成された。 

・ プロジェクトカレンダーが作成、配布され

た。啓発メッセージ付きの 2011 年版カレ

ンダーが作成された（2010 年 12 月）。 

成果 5 

5-1 モニタリング/評価に係るデータ及び情

報の収集と分析を行う。 

プロジェクト活動の進捗モニタリングのため

に関連するレポートが収集された。 

5-2 プロジェクトの進捗状況及び活動を評

価するための「合同調整委員会（JCC）」を

開催する。 

・ 第 1 回 JCC が開かれた（2009 年 4 月 27 日）。

〈議事内容〉 

1）2008 年 4 月～2009 年 4 月の活動及び達成

度レビュー 

2）修正版 PDM の説明 

・ 第 2 回 JCC が実施された（2009 年 11 月 3

日）。 

〈議事内容〉 

1）2009 年 4 月～10 月の活動及び達成度

レビュー 

2）修正版 PDM2 及び Plan of Operations の説

明 

5-3 JCC、中間評価調査、終了時評価調査の

提言により、プロジェクト活動の修正・変

更を行う。 

JCC において、PDM の改訂に関する協議、決

定がなされた。 

 

 

３－１－３ アウトプットの達成度 

（1）成果 1：母子健康手帳の普及率（カバレージ）及び活用方法が向上する 

母子健康手帳の配布は、西岸地域の保健庁、UNRWA、NGO（PMRS、PRCS）により 2008

年 3 月及び 4 月から開始された。のちに配布地域はガザ地区にも拡大され、2009 年 1 月に

UNRWA、2010 年 1 月には保健庁により配布されている。2010 年 10 月時点において、す

べての保健庁及び UNRWA 傘下の母子保健/プライマリーヘルスケアセンターにて母子健

康手帳が使用されている。2 つの NGO（PFPPA、HWC）が運営するクリニック及び保健庁

傘下の病院への導入は、現在、保健庁及び関係機関の間で議論されている状況にある。 

母子健康手帳は、初回の妊産婦健診または子どもの予防接種でクリニックを訪問した際

に、クリニックのスタッフにより配布される。現在、保健庁傘下のクリニックでは、母子

健康手帳と予防接種カードが併用されており、予防接種カードは母子健康手帳に添付され

る形で利用されている。保健庁によれば、既に予防接種がすべての子どもを対象に実施さ

れている一方、現時点で母子健康手帳の配布率が100％に到達していない。母子健康手帳の
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配布率が100％を達成した際、現行の予防接種カードは母子健康手帳に一本化される見込み

である。 

母子健康手帳のモニタリングにおける最も大きな達成のひとつは、母子健康手帳の所有

に関する 2 つの質問項目がパレスチナ家族保健調査 2010（Family Health Survey 2010）に取

り入れられたことである。全国レベルの調査に質問項目が加えられたことにより、今後ガ

ザ地区を含む、パレスチナ全土の女性の母子健康手帳の利用状況を確認することが可能と

なった。母子健康手帳の大学カリキュラムへの導入については、高等教育省関係者との協

議が開始されてはいるものの、いまだ実現に至っていない。しかしながら、保健庁関係者

へのインタビュー結果からは、保健庁栄養課と国連人口基金（United Nations Population 

Fund：UNFPA）の支援により、母子健康手帳の有効活用について講義を行う大学も存在し

ている模様である。 

 

表－６ 成果 1 の達成度 

指 標 到達度 

1-1 出生数に対する母子健康

手帳の配布率が向上する。 

出生数に対する妊婦または新生児に配布された母子健康手帳

比。 

 

 2008 2009 

西岸地域（MOH、UNRWA、PMRS、

PRCS） 

162.99％ 114.83％

ガザ地区  

（UNRWA からのデータのみ） 

NA 71.09％

注：2 回目以降の産前健診に訪問した妊婦に重複して手帳が配

布された結果、2008 年の配布率（出生数に対する母子健康

手帳の配布割合）は 100％を超えている。 

1-2 母子健康手帳の記入率が

向上する。 

現時点で入手できたデータはない。 

本指標については、スポット調査により終了時評価までにデ

ータを取得する必要がある。 

1-3 母子健康手帳を活用する、

保健庁及びステークホルダー

の母子保健センター、病院数が

増加する。 

2010 年における状況 

 西岸地域 ガザ地区 

MOH クリニック 356/356 36/36

MOH 病院 1/10 0/8

UNRWA クリニック 41/41 20/20

UNRWA 病院 0/1 NA

出典：保健庁 CHD により実施された電話インタビュー調査。

詳細は、付属資料「Mid-Term Review Report」の Annex10

を参照。 

1-4 母子健康手帳を使用する

私立のクリニック及び病院数

が増加する。 

民間クリニック、病院における母子健康手帳の利用は報告さ

れていない。 
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1-5 供給と在庫が所定様式に

より管理される。 

2010 年 11 月に、保健庁 CHD 及びパレスチナ保健情報センタ

ー（Palestinian Health Information Center：PHIC）によりモニタ

リング様式が開発され、オリエンテーション研修が実施され

た。同様式を利用したモニタリングは、2011 年に開始予定。

1-6 母子健康手帳の利点及び

活用方法をカリキュラムに導

入した医学部、看護学部・学科

の数が増加する。 

母子健康手帳をカリキュラムに取り込んだ学校は報告されて

いない。 

保健庁栄養課は、母子健康手帳内の該当ページを利用し、成

長曲線に関する講義を大学生向けに実施している。 

イブンシーナ大学では、現在 UNFPA の支援による母子保健に

関する講義において、母子健康手帳を紹介している。 

 

（2）成果 2：MOH の PHC センタースタッフの周産期に係る知識及び技術が強化される 

第 1 段階として、保健庁母子保健センターでのサービス改善のための産前健診技術研修

プログラムが開発された。同プログラムは、過去に実施された研修結果を踏まえ、理論に

加えてより実践的な内容を重視したものとなっている。コミュニケーション技術に関する

内容も盛り込まれており、医療サービス提供者による、質の高いカウンセリングや健康教

育が実施されることを目的としている。これまで、西岸地域の全 12 県を対象にトレーナ

ー研修（Training of Trainer：TOT）が 2 回実施された。研修参加者の理解度、知識の習得

状況を測るため、研修前/研修後の試験を行い、ほとんどの受講者が研修後の試験で高い点

数を得ている。 

しかしながら、実践的技術研修を通して子宮底長の計測や触診に必要な基本的知識に乏

しい研修参加者もいることが確認された。このため、トレーナー研修参加者を講師として

実施予定であった普及研修においては、各講師の技術レベルを十分に確認のうえ、質の高

い研修を行えるよう準備を行うとともに、講師の変更等も含めた対応をとる必要性が確認

された。 

トレーナー研修参加者が講師を務め、看護師、助産師、村落ヘルスワーカーを対象とす

る普及研修は、2010 年 11 月にラマラ県を皮切りに開始され、今後西岸全域で実施される

予定である。 

 

表－７ 成果 2 の達成度 

指 標 到達度 

2-1 技術研修受講者の知識と

技術が向上する。 

産前健診に係るトレーナー向け技術研修において、研修事前・

事後テストのスコアが上昇した。 

 

 事前スコア 事後スコア 差 

第 1 回研修 59.5 80.2 +20.7

第 2 回研修 65.7 75.1 +9.4
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2-2 患者/クライアントの満足

度が向上する。 

データ未入手。スポット調査においてデータ取得を検討。 

 

2-3 母子保健センタースタッ

フと患者/クライアント間の

コミュニケーションが改善

する。 

データ未入手。スポット調査においてデータ取得を検討。 

 

2-4 配置された供与機材が計

画どおりに活用される。 

現在のところ、機材は調達されていない。 

 

 

（3）成果 3：「国家母子健康手帳調整委員会（NCC）」が母子健康手帳にかかわる政策立案、

事業実施及び監督母体として機能する 

国家母子健康手帳調整委員会は 2009 年 4 月に設置され、2010 年 5 月の会議にて、手帳

のロジスティック及び活用手続きを取りまとめた「母子健康手帳マニュアル」が承認され

た。母子健康手帳の配布モニタリングは保健庁地域保健課が定められた様式を用いて取り

まとめ、同委員会に報告されることになっている。2011 年より、この保健庁傘下の施設に

おける手帳の配布データは、保健庁のパレスチナ保健情報センター（PHIC）が管理する国

家保健情報データベースに取り込まれて報告される計画である。また、保健庁のみならず、

他の組織による手帳情報も取り込まれる可能性がある。母子健康手帳の印刷に関しては、

UNICEF が 2013 年までの必要数として 38 万部の手帳及び 1,500 部の報告フォーマットを

提供することに合意しており、保健庁がその後の予算措置を行う予定である。 

 

表－８ 成果 3 の達成度 

指 標 到達度 

3-1 各ステークホルダーが、定められ

た母子健康手帳のカバレージ基準

（供給/在庫、配布、記入）を順守す

る。 

データ未入手。 

データは、導入予定のモニタリング/情報システムによ

り入手可能の見込み。記入率に関しては、スポット調査

にて取得予定。 

3-2 定められた方法での母子健康手

帳のモニタリング/評価が全地域で実

施される。 

モニタリング手法は母子健康手帳マニュアルにおいて

定められた。 

 

3-3 定められた母子健康手帳のカバ

レージ基準及びモニタリング手法の

順守状況を NCC が監督する。 

データ未入手。 

3-4 関連予算確保により、母子健康手

帳を通じた母子保健・リプロダクテ

ィブヘルスサービスが継続する。 

UNICEF が日本政府の無償資金協力資金による 2013 年

までの母子健康手帳及び報告様式の印刷を確約済み。保

健庁は、2014 年以降の増刷に要する予算措置が求めら

れる。 

 

（4）成果 4：地域住民の母子保健・リプロダクティブヘルスに関する知識・意識が向上する 

2009 年 4 月に開催された合同調整委員会（JCC）において、コミュニティを対象とした
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母子健康手帳/リプロダクティブヘルスに係る啓発活動は、パレスチナ全域で手帳が配布、

利用が期待される、プロジェクトの後半期間に実施することが合意された。 

表－９ 成果 4 の達成度 

指 標 到達度 

4-1 MOH の母子保健センター、病院、ハイリ

スククリニックへの母子健康手帳持参率が向

上する。 

現時点でデータは入手できていない。今後、ス

ポット調査を行う必要がある。 

4-2 母子健康手帳所有率が増加する。 現時点でデータは入手できていない。パレスチ

ナ家族保健調査 2010（Family Health Survey 

2010）に母子健康手帳の所有に関する質問が含

まれており、この調査結果が 2011 年 1 月に公

表される予定。 

4-3 家庭内における母子保健・リプロダクティ

ブヘルスに関する情報の共有とコミュニケー

ションが改善する。 

データ未入手。 

4-4 母子保健・リプロダクティブヘルスに係る

知識が向上する。 

データ未入手。 

 

（5）成果 5：プロジェクト活動のモニタリング及び評価を通じ、プロジェクトの実施がより

一層強化される 

JCC は 2009 年に 2 度開催され、協議録が取りまとめられた。 

 

表－10 成果 5 の達成度 

指 標 到達度 

5-1 JCC 及びオリエンテーション/技術研修等

の記録（議事録）が取りまとめられ、プロジェ

クト活動修正・変更に活用される。 

第 1 回及び第 2 回 JCC 会議議事録が作成され、

JCC メンバーと共有された。 

 

３－１－４ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は、パレスチナにおけるすべての女性と子どもに適切なタイミングで母子

健康手帳が配布され、同手帳がサービスを受ける側とサービス提供者をつなぐ連絡・調整ツー

ルとして機能し、サービス提供者がだれであれ、母子健康手帳を共通のツールとして質の高い

母子保健継続ケアが提供されることをめざすものである。現時点において、プロジェクトの介

入は母子健康手帳の配布と利用に重点が置かれているが、今後、手帳を利用することによるク

リニックと病院間の効果的なレファラル体制の構築が課題になってくるものといえる。 
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表－11 プロジェクト目標の達成度 

指 標 到達度 

1 保健医療ケア提供施設（保健庁、UNRWA、

NGO、私立）間の周産期ケアの継続性（母子

健康手帳を活用したレファラル率、フィードバ

ック率）が向上する。 

データ未入手。 

レファラル状況については、今後実施される調

査にて取得予定。 

2 妊婦に対する母子健康手帳の配布率が上昇

する。 

西岸地域  

（MOH、UNRWA、PMRS、PRCS） 

2008 2009 

46.35％ 67.56％

 

ガザ地区 

2008 2009 

NA8 71.09％

(UNRWA only) 

 

出典：Annual Summary of Distribution of 

MCHHB compiled by CHD  

3 妊婦・産褥（産後）、乳幼児健診（成長発達

健診・予防接種）受診者が増加する。 

*受診数：一般医、看護師への受診総数 

西岸地域において受診者が増加した。  

           2008 2009 

産前健診   179,790 215,089

産後健診 33,828 47,163

成長発達健診 390,457 514,697

注：西岸地域のみ（ガザ地区はデータ未入手）

出典：保健庁 CHD 

 

３－２ 実施プロセス 

JCC は保健庁のプライマリーヘルスケア・公衆衛生局長を議長とし、プロジェクトの運営を行

うことを目的に設立された。プロジェクト R/D にて合意されたとおり、UNRWA、UNICEF、NGO

からの関係者も同会議に招待されている。また、2009 年 9 月以降、プロジェクト月例会議が保健

庁関係者と JICA プロジェクトチームとの間で開催されており、活動の進捗状況や詳細な活動計

画といった情報を共有する場がもたれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
8 ガザ地区においては、母子健康手帳の配布は 2009 年に開始された。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5 項目評価 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトは、パレスチナにおける母子保健とリプロダクティブヘルスサービスの改善

を目的として実施されている。「パレスチナ国家保健戦略 2011‐2013」では、質の高い保健サ

ービスの利用を含む、8 つの優先課題が謳われている。この「質の高い保健サービスの利用」

を構成する要素として、①子どもの死亡率の低減、②母の健康改善、③万人によるリプロダク

ティブヘルスへのアクセス、の 3 つの目標が設定されている。以上により、本プロジェクトは

パレスチナ政府が定める保健戦略に沿い、その達成に向けた活動と位置づけることができる。 

一方、わが国の中長期的な対パレスチナ政策において、パレスチナへの人道支援と国家建設

が主要な支援内容として掲げられており、保健分野は国家建設支援を形成する分野の 1 つに位

置づけられている。 

以上から、本プロジェクトはパレスチナにおける母子保健とリプロダクティブヘルスのサー

ビス改善とパレスチナ関係機関の能力強化支援を通し、パレスチナの保健開発政策及び日本政

府による対パレスチナ支援方針を推進するものと判断される。 

 

４－１－２ 有効性 

現時点でのプロジェクト目標の指標が示すとおり、2008 年に母子健康手帳の全国展開が開始

されて以降、徐々に母子健康手帳のカバー率は上昇しており、また、関連する機関との合意形

成、国家マニュアルの開発、ルール化された報告手順の普及、助産技術研修の実施等、中間地

点における成果が確認されている。しかしながら、効果的なサービス利用の拡大と利用数の増

加については、まだ測られていない。ただし、現時点でプロジェクト達成度による有効性を判

断するには時期尚早であり、今後実施されるであろうサービス提供地点での調査結果に基づき

検証されることになる。また、病院への母子健康手帳の導入や、母親や家族への啓発及び行動

変容への取り組みについても、今後プロジェクトのなかで促進していく必要がある。 

 

４－１－３ 効率性 

本プロジェクトでは、3 名の長期専門家と 1 名の短期専門家、現地スタッフがプロジェクト

の実施に従事し、効率的な進捗に貢献している。現地活動費は、当初計画のとおり主に手帳の

導入オリエンテーションと技術研修の実施経費として支出されている。当初作成された活動計

画（Plan of Operation）から一部の活動に遅れが見られているものの、これは活動実施に必要な

調整業務等の作業量や時間が十分に考慮されない野心的な活動計画であったことが原因と推

察される。 

 

４－１－４ インパクト 

母子健康手帳の導入オリエンテーション及び助産技術研修は 2010 年の半ばに開始されたば

かりであるため、プロジェクトのインパクトを評価するには早いといえる。それにもかかわら

ず、中間レビュー調査の時点でインパクトと評価できる点も確認されている。既にプロジェク

トにより開発された母子健康手帳は、手帳の監理・運営を担当する国家母子健康手帳調整委員
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会により公式に承認を得ている。今後プロジェクトが実施されるにつれ、手帳の利用状況も強

化されていくものと推測される。プロジェクトのパートナー機関である UNRWA では、既存の

携帯型保健サービス受療記録/カルテ（自宅保管カルテ、予防接種カード、予約カード）を、新

たに導入された母子健康手帳にて代替している。結果、UNRWA 傘下の病院、クリニックを利

用する住民にとっては、母子健康手帳が周産期健診及び予防接種すべてを記録する唯一のツー

ルとなっている。 

 

４－１－５ 持続性 

プロジェクトの持続性については、正と負の両局面がある。正の見込みとして、国家母子健

康手帳調整委員会による承認及び UNRWA による強いコミットメントが、今後手帳に基づく母

子保健サービスの継続的な利用を促進する要因として挙げられる。さらに、UNICEF と保健庁

の合意により、UNICEF が 2013 年までの母子健康手帳の印刷、製本を担うことが決定されてい

る。一方で、現時点では 2014 年以降の印刷、製本、配布に係る計画は不明であり、対応策を

早急に検討する必要がある。また、研修の実施はもう一方の懸念事項といえる。現在、研修実

施に要する資料の印刷、会場手配、関係者への通知、移動手配といった準備作業、必要経費す

べてがプロジェクトによる負担である。たとえトレーナー研修（TOT）の技術支援が順調に行

われたとしても、保健庁は研修内容に加え、研修実施に要する予算と必要人材を配置し、プロ

ジェクトが負担している研修開催のロジスティクス業務を引き継ぐことが求められる。 

 

４－２ 結 論 

パレスチナ全域において、母子健康手帳を共通手段として母子保健サービスを展開していく枠

組みは既に策定されており、この点においてプロジェクトは多大なる進展を見せていると判断さ

れる。プロジェクトの後半期間においては、母子健康手帳が、医療サービスが疾病プログラムを

横断してあらゆる医療施設で継続的な母子保健サービスを可能とするツールとして活用されるよ

う、その効果的な利用に一層の注意を払うことが必要となる。 
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第５章 提 言 
 

５－１ 母子健康手帳の配布と利用（成果 1） 

保健庁傘下の医療施設及びパートナー機関の関係者向け母子健康手帳導入オリエンテーショ

ン、助産技術研修のトレーナー研修及び普及研修については、2011 年以降展開していく計画であ

る。母子健康手帳導入オリエンテーションは、作成済みの講師用ガイドを利用し、保健庁地域保

健課が西岸地域 12 県のプライマリーヘルスケア担当スタッフを対象に実施予定である。公立病院、

パートナー機関の UNRWA 及び NGO への導入オリエンテーションについては、保健庁病院局と

パートナー機関の担当者間で各施設の状況や必要とされる項目を精査したうえで内容を決定し、

実施される。 

 

５－２ 医療従事者向け技術研修(成果 2) 

2度にわたって実施されたトレーナー向け研修及びラマラ県で初めて実施された産前健診に係

る普及研修は、研修実施側及び講師にとって貴重な教訓をもたらした。トレーナー研修に参加し

た講師候補者の能力や研修準備力の個人差が極めて大きかったことにより、県によっては一定の

質を確保した普及研修の実施が難しいことが想定された。このため、直ちに西岸全域で普及研修

を実施するのは効果的ではなく、講師の能力等を踏まえた対応が必要である。提言として、第一

に北部、中部、南部の地域ごとに十分な能力を有した講師陣を選抜してコアグループを形成し、

研修の質を確保するため、このコアグループを活用し各地域への普及研修を実施していくべきで

ある。 

一般医向け研修については、米国国際開発庁（USAID）によるフラッグシッププロジェクトが、

ナブルスを含む数県でプライマリーヘルスケアセンターの一般医を対象とした超音波診断装置の

研修を検討している。ついては、類似研修を実施する USAID プロジェクトと連携しつつ進める

ことが効果的かつ効率的である。 

また、海外からの支援窓口である計画庁及び保健庁の上層部より、パレスチナ人向けの研修を

行うにあたっては、実施場所を日本ではなくパレスチナ国内で行うよう、強く要請がなされた。

これを受け、プロジェクト側も今後予定される技術研修はパレスチナ国内での実施を前提に計画

することに合意した（ただし、フェーズ 1 を含めて本邦研修に参加した保健庁、NGO のメンバー

のなかには、本プロジェクトの積極的な参加者として活動推進の中核となっている者が多数含ま

れており、これら帰国研修員の熱意が母子保健手帳利用の拡大を担っていることは特記しておき

たい）。 

 

５－３ コミュニティ啓発、意識向上（成果 4） 

成果 4 として計画される啓発活動については、母子健康手帳及び母子保健サービスに欠かせな

い内容に特化して取り組む必要がある。例として、パレスチナでは妊娠早期に産前健診を受ける

率が低いため、妊娠早期での産前ケア受診を促進する内容が挙げられる。または、妊産婦の破傷

風の予防接種率が低いことから、予防接種を呼びかける介入も想定される。 

 

５－４ プロジェクトオフィス 

プロジェクトオフィスは保健庁から提供されているものの、プロジェクト開始以降 2 回移転し、
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現在はカウンターパート部局であるプライマリーヘルスケア・公衆衛生局や地域保健課のある保

健庁舎から数 km 離れた保健庁の借り上げビルに設置されている。本プロジェクトは保健庁内の

多くの部局にまたがる活動で、また、さまざまなパートナー機関との調整業務が生じることから、

保健庁舎との物理的な距離が円滑なプロジェクト実施を妨げる要因にもなり得る。ついては、保

健庁本庁内にプロジェクトオフィスのスペースが確保されることが望まれる。 
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第６章 団長所感 
 

日本政府のパレスチナ支援政策の下でファーストトラック案件（計画から実施までの期間を短

縮してスピーディにプロジェクトを開始する）として開始された「母子保健に焦点を当てたリプ

ロダクティブヘルス向上プロジェクト」（2005年8月～2008年7月）では、保健庁、UNICEF他母

子保健に関係する主要な関係組織･機関の協力によってパレスチナ版母子健康手帳が作成され、ラ

マラ県、ジェリコ県の2県におけるパイロット･スタディを経て2007年11月に保健大臣によって全

国の医療機関で活用することが宣言された。西岸においては2008年4月から、ガザ地区においても

2009年から公的な一次医療施設（ヘルスセンター）で配布利用が開始された。 

本プロジェクトはこの成果を踏まえて、①パレスチナ全域共通の母子保健サービスツールとし

ての母子健康手帳の調達、配布、活用体制を強化して継続的に母子健康手帳が活用されること、

②保健庁のヘルスセンターにおける母子保健サービスの質を改善すること、③リプロダクティブ

ヘルスに関する住民の知識と意識が向上することを主要な目的として計画された。フェーズ1にお

いては一部の啓発活動を除いてパイロット2県に限定されていた対象地域は、パレスチナ側の「統

一されたパレスチナを対象とすべき」という強い主張を受け入れて西岸、ガザの全県へと拡大さ

れた。 

2008年11月からの2年間はフェーズ1に比較すると政治的な障害（日本人専門家の西岸への立ち

入りの制限、自治政府職員のストライキ）による活動への影響は少なく、保健庁の所在するラマ

ラ、ナブルスにおいて主要な活動が展開された。しかし、ハマスが支配するガザ地区に関しては

専門家の立ち入りが不可能なうえ、保健庁職員も相互の交流・連絡がほとんど行われない状況と

なっている。このため「西岸とガザ」を対象地域とする本プロジェクトも直接的な介入は西岸に

限定せざるを得ない状況に置かれ、2009年にJICAパレスチナ事務所は保健庁プライマリーヘルス

ケア・公衆衛生局長あてに職員研修の対象を西岸に限定することを通知している。 

1994年に成立したパレスチナ自治政府保健庁が本プロジェクトの実施機関であり、歴史的に自

治政府成立前から保健医療サービスの提供を担ってきたNGOやUNRWAもプロジェクト合同委員

会メンバーとしてプロジェクトの運営に協力している。しかし、各種の活動を調整・促進してい

くための事務局機能を果たすべき部署の人員は少なく、活動ごとに設置される委員会、タスクフ

ォースにかかわるロジスティクスのみならず会議運営も現段階ではJICA専門家とJICAが雇用し

たローカルスタッフがその多くを担っている状況のように見受けられた。未着手の数々の活動に

関しては、現段階で計画修正・縮小を提言するだけの根拠を持ち合わせていないが、これまでの

活動において関係者の合意形成にかけてきた時間と労力を考慮すると、実施段階での簡素化、縮

小が必要になってくるのではないかと思われる。西岸の全12県での実施を予定している母子健康

手帳のマネジメントに関する研修とヘルスセンターの助産師・看護師を対象とする技術研修の展

開は、フェーズ1では経験しない広域での活動実施となる。 

特に、フェーズ1において現地NGOに委託して実施されたリプロダクティブヘルスに関する幅

広いテーマのコミュニティでの女性、男性、若者を対象とした健康教育活動については、保健庁

が外部組織への活動委託に強く反対した結果、保健庁が全国を対象に実施する活動のあとに計画

するものとされている。しかし、長年の経験とボランティアのネットワークを有するNGOと県レ

ベルに保健教育担当者を置いているだけの保健庁に同じ方法の活動を期待することはできない。

今回の調査で意見交換を行った健康教育・促進課職員も具体的な目的をもった活動の計画を提案
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するよりも、健康教育で取り上げるべきあらゆる活動を実施してほしいという程度の反応であっ

た。プロジェクトの開始から既に2年を経過し、ほかにも未着手の活動が残っている現状では、健

康教育の大規模な活動を一から計画するためにはパレスチナ側も日本側も人材不足・時間不足の

感が否めない。教育活動はむしろ、母子健康手帳の適切な使用や、妊娠から乳幼児期までのケア

に関して十分に普及していないサービス（例えば妊婦に対する予防接種や栄養補助）の利用や、

重大な健康問題（貧血）などに特化して実施することを提言する。 

母子健康手帳はこれまで主にUNICEFを通じたわが国の無償資金協力によって調達・印刷され、

保健庁によって配布されている。過去にイスラエルによる経済封鎖の下で緊急支援物資の保管・

配布が優先された結果、母子健康手帳の在庫管理が不適切に実施された経験を踏まえて、現プロ

ジェクトでは母子手帳の在庫管理、配布と報告のシステムの強化を重視しており、計画中の保健

庁、NGO向けの研修の内容も在庫管理と報告を中心に考えられている。2009年に設置された母子

健康手帳調整委員会と傘下のタスクフォースにおける議論を経て2010年に策定された母子健康手

帳マニュアルにおいて、配布と報告の規則が詳細に定められている。 

手帳のロジスティクスと報告・情報集計によって適切な配布をモニターすることも重要ではあ

るが、同時に母子健康手帳を各種の医療施設でいかに効果的に使用するかという視点も忘れては

ならない。フェーズ1プロジェクトにおいては1,000人近い保健施設スタッフへのオリエンテーシ

ョンや研修が世界保健機関（WHO）、UNICEFとの協力で実施されてはいるが、現プロジェクトに

おいてもパレスチナの保健システムのコンテクストにおける効果的な使用を考えていかなければ

ならない。手帳の病院への導入が検討されているが、ほとんどの産前健診がヘルスセンターや開

業医で受診されている状況の下では、病院は新規の母子手帳を配布するよりも、妊婦が所有する

手帳の情報を出産ケアのために参照するとともに、出産時の記録・データを産後ケア受診施設へ

申し送りすることが期待される。また、導入の初年度には妊娠登録時と新生児登録時に重複して

配布されていたと考えられる母子健康手帳が妊娠から乳幼児まで一貫した記録媒体として利用さ

れることが期待される。 

子どもの予防接種を記録する予防接種カードに関して、プロジェクトの合同委員会議長でもあ

る保健庁プライマリーヘルスケア・公衆衛生局長は「予防接種率は100％に近いので、ほぼすべて

の子どもがカードを持っているが、母子健康手帳の普及率はまだ低く、予防接種カードを廃止し

て手帳に統合するのは手帳の普及率が100％に達したあとである」と言明し、現在保健庁のヘルス

センターでは、予防接種カードに記入したうえでこれを母子健康手帳に挟み込む（またはホッチ

キス止めする）という方法がとられている。一方、同じく子どもの予防接種を実施している

UNRWAのヘルスセンターでは、母子健康手帳の導入を機にこれまで別々に存在していた3種類の

カードを廃止して手帳に一本化したとのことである。保健庁とUNRWAがほぼ独占的に実施して

いる予防接種と異なり、産前ケアは民間セクターの利用も多いため妊婦の100％が母子手帳を所有

するまでには、更なる制度構築と時間が必要と思われる。 

今次レビューにおいては、PDMver.2 に記載された指標に従って成果とプロジェクト目標の達成

度を確認したが、指標の妥当性、入手可能性について若干の問題を感じた。①活動自体が未着手

であるために成果を示す指標のデータが存在しない場合（1-6、2-4、4-3、4-4）のほか、②母子健

康手帳マニュアルに定められたレポーティングが実行されることを前提に設定された指標の数々

（1-1、1-2、3-1、3-2、4-1、4-2、プロジェクト目標 1、2）、③サンプル調査の実施を前提として

いるがベースライン調査が実施されなかった指標（2-2、2-3、4-3、4-4）などがあり、整理が必要
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である。また、母子健康手帳マニュアルに定められた指標についても、定義の妥当性、データ入

手の可能性が不確かなもの（例えば、レファー率、手帳記入率など）については終了時評価まで

に入手できないおそれがある。プロジェクト目標の達成度は保健庁統計によるヘルスセンターへ

の訪問数が設定されているが、他のプロバイダーと保健庁施設が並存し、相当数の女性と子ども

が民間セクターと NGO を利用している状況下では保健庁施設におけるサービス利用統計が示す

ものが何であるかを踏まえて解釈、評価すべきであろう。この点で、2010 年 10 月に実施された

パレスチナ家族保健調査（Family Health Survey 2010）の 15～49 歳の女性への調査項目に「最近

の妊娠の際に母子手帳を受け取ったか」「妊娠・出産のどの時点で手帳を受け取ったか」という質

問が追加されたことは、プロバイダーのいかんにかかわらず利用者のレベルでの手帳普及の度合

いを確認することを可能にした。こうしたデータを活用しながらプロジェクトの効果やインパク

トが測定・解釈されることが望まれる。 
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